
 

 

 

 厚生労働省賃金構造基本統計調査の推移（平成13年度～平成26年度） 

 

１． 確認方法 

１）平成21年度の統計調査から業種区分の中分類「自動車・自転車小売業」が廃止され、中分類「家具・じゅう

器・機械器具小売業」及び中分類「その他小売業」の一部※を統合した「機械器具小売業」が新設された。 

２）平成13年度から平成20年度までの業種区分統合前の「自動車・自転車小売業」と「家具・じゅう器・機械器

具小売業」の合計と、平成21年度から平成26年度までの統合後の「機械器具小売業」の年間人件費及び

調査サンプル数の推移を比較した。 
※ 小分類「他に分類されない小売業」に含まれる「骨董品を除く中古品小売業」を指す。 

  なお、調査サンプル数は中分類のみのため、当該業種区分の調査サンプル数は不明。 

 

２． 確認結果 

グラフ参照。 
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（平成 27 年 9 月 16 日開催 第 63 回資金管理業務諮問委員会資料） 


